（R07　大障教　課別1月）

項目５５（１）⑩

○ 支援教育課では、各種の協議会や説明会のほか、支援学校教員の事務連絡会といった場合も要望に応じて手話通訳の派遣を行っており、引き続き、現場の要望を丁寧に聞きながら、聴覚障がいのある教職員一人ひとりの状況や意向を踏まえつつ、学校・関係機関と連携しながら、必要に応じて環境の充実に努めてまいる。

項目６２（１３）③

○ 府立支援学校においては、これまで、聴覚支援学校の教員向けに実施されていた福祉部主催の手話講座を、他の障がい種の支援学校教員へも案内するなど、手話の習得の機会を得られるよう取り組んでいる。

〇 各校においては、手話言語の必要な幼児児童生徒も含め、一人ひとりの障がいの状況や教育的ニーズに応じて、きめ細やかな指導、支援につなげるため各校で柔軟的に取組みが行われているものと認識している。

項目４７（９）

○ 府立支援学校では、手話言語の必要な幼児児童生徒も含め、一人ひとりの障がいの状況や教育的ニーズを把握し、「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」を作成・活用し、きめ細かな指導、支援を行っている。

○ これまで聴覚支援学校の教員向けに実施されていた福祉部主催の手話講座を、他の障がい種の支援学校教員へも案内するなど、手話の習得の機会を得られるよう取り組んでいる。

項目５０（２５）

○ 設備の整備については、学校から提出される事業計画調査等を通して個別に対応するなど、学校と連携して対応しているところ。

○ 施設の整備については、学校から提出していただく「施設整備計画」に基づき個別に対応を進めるほか、福祉整備事業や大規模改修事業を行う際には学校と協議の上、予算の範囲内で改修を進めているところ。
○ 今後とも、学校の教育活動に支障が生じないよう、ヒアリング等を通じて、学校のご意見を聞きながら、施設・設備の改修・整備に努めてまいる。

○ 教室などに必要なロッカーなどの備品・消耗品については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところであり、既存の学校予算が不足する場合は、実情に即した予算配分に努めてまいる。

〇 また、学校配当予算で対応が困難な物品の更新等については、各校へ購入希望順位を記した更新等要望調査を実施し、状況を調整しながら限られた予算の範囲内で対応している。

〇 厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

項目４７（２）⑮

○ 知的障がい支援学校の整備にあたっては、令和２年度の「知的障がいのある児童生徒等の教育環境に関する基本方針」に基づき、教育環境の改善に取り組んでいるところ。

○ 北河内地域においては、「特別支援学校設置基準」の適合状況等を踏まえ、交野支援学校四條畷校の本校化等の取組みを引き続き進めてまいる。

項目４７（２）⑪

○ 交野支援学校四條畷校の本校化及び大阪公立大学工業高等専門学校跡地を利用した仮校舎の整備にあたっては、令和２年度に策定した「知的障がいのある児童生徒等の教育環境に関する基本方針」を踏まえ、よりよい教育環境の確保に取り組んでいるところ。

○ また、府立支援学校の通学区域割については、関係する市町村教育委員会や学校から意見を聴くとともに、各学校の施設規模や児童生徒数、通学バス乗車時間等を考慮しながら、よりよい通学環境となるよう、検討してまいる。

項目４３（１０）②

○ 寄宿舎指導員の採用については、今後の寄宿舎の運営方針を踏まえ、その可否を判断してまいりたい。

項目５０（２）

○ 令和３年９月に制定された「特別支援学校設置基準」の不適合や、教室不足を解消するため、既存の教室改修での対応や、その他の効果的な手法も含め、教育環境の改善に向け、幅広く検討を行ってまいる。

項目５０（１９）

○ トイレの改修については、これまでも大規模改修や福祉整備事業などで学校の要望をお聞きしながら改修してきたところ。

〇 今後も、学校ごとに幼児・児童・生徒の状況が異なることから、その必要性などについて個別に学校長や関係課と協議のうえ、取り組んでまいる。

項目４９（２）

○ 知的障がいのある児童生徒の増加への対応については、令和２年１０月に、「知的障がいのある児童生徒等の教育環境に関する基本方針」を策定し、公表した
。
○ また、府立支援学校の通学区域割については、関係する市町村教育委員会や学校から意見を聴くとともに、各学校の施設規模や児童生徒数、通学バス車時間等を考慮しながら、よりよい通学環境となるよう、検討してまいる。

項目３８（３）

○ 聴覚支援学校４校においては、文字情報システムを導入している。本システムは、日常的には、適時必要な情報を文字・映像でディスプレイに表示し、幼児児童生徒と教職員間の効率的な情報共有を可能にする。また、緊急時（火災や地震、不審者の侵入等）については、発生状況に応じた緊急情報を各ディスプレイに自動的に強制表示させることで、幼児児童生徒等の安全確保にも寄与するものと考えている。

項目５０（７）

○ トイレの改修については、これまでも大規模改修や福祉整備事業などで学校の要望をお聞きしながら改修してきたところ。

〇 今後も、学校ごとに幼児・児童・生徒の状況が異なることから、その必要性などについて個別に学校長や関係課と協議のうえ、取り組んでまいる。

項目５２（１）

○ 看護師による医療的ケアが必要な、幼児児童生徒等が在籍するすべての学校に、看護師を配置している。

◯ 臨時技師（看護師）については、各学校からの要望や医療的ケアの現状を踏まえ、平成28 年度から配置を開始し、放課後の業務や泊を伴う行事にも対応することが可能。

○ 令和元年度からは、国の切れ目ない支援体制整備充実事業補助金を活用し通学支援校内体制整備看護師を学校の状況等に応じて配置し、校内体制の充実に努めている。

○ 学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行により、学校教育法施行規則に、学校において医療的ケアを実施する看護師の名称及び職務内容が規定されたものの、看護師の定数化を図る改正は行われておらず、引き続き、看護師の標準法定数内配置の義務付けを強く国へ要望してまいる。

項目５０（１）

○ 府立学校の老朽化対策については、平成28 年度から平成30 年度までに専門業者による建物の調査を行い、築年数や劣化度などをもとに「府立学校施設長寿命化整備方針に基づく事業実施計画」を策定し、計画的に改修等を行っている。

〇 また、事故を未然に防止し、安全確保に万全を期すため、法定点検をはじめ、日常における点検を徹底し、点検の結果により緊急性の高い改修等については、計画的に行う予防保全とは別に、速やかに現地確認や技術的な検討を行い、必要な対策を講じている。

〇 設備の改修等に関する要望であるが、学校から提出される「施設整備計画」に基づき、その必要性・緊急性などを学校と十分協議のうえ、予算の範囲内ではありますが、必要な対応をしてまいる。

項目５０（５）

〇 トイレ等の増設、整備については、建物の大規模な改修等を行う必要があり、現在の財政状況では、困難な状況である。

○ 設備の改修等に関する要望であるが、学校から提出される「施設整備計画」に基づき、その必要性・緊急性などを学校と十分協議のうえ、予算の範囲内ではあるが、必要な対応をしてまいる。

〇 引き続き、教育環境の充実に向けて、関係課と連携しながら、必要な対応を検討してまいる。

項目３０（６）

〇 トイレの増設については、建物の大規模な改修等を行う必要があり、現在の財政状況では、困難な状況である。

〇 設備の改修等に関する要望であるが、学校から提出される「施設整備計画」に基づき、その必要性・緊急性などを学校と十分協議のうえ、予算の範囲内ではあるが、必要な対応をしてまいる。

項目３７（３）⑧

○ 宿泊を伴う学校行事を実施する日の行程のはじめから終わりまでに要する時間が、休憩時間を除いて８時間45 分以上である日については、予め教育長通達別表第２の基準に従って、当該日及び別の要勤務日に勤務時間を割り振ることができる。

○ 泊を伴う行事の勤務割り振りについては、事前の行動計画に基づいて校長が判断し、勤務を命じているものと承知している。

